
土地改良法の改正について

（土地改良区の在り方）
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＜総組合員数の推移＞
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＜土地改良区数の推移＞

１ 土地改良区の現状

１

（「土地改良区設立状況等調査」より 土地改良企画課調べ）

（「土地改良区設立状況等調査」より 土地改良企画課調べ）

（千人）

（地区） ＜土地改良区の事業態様＞

（平成28年度 土地改良企画課調べ（回答数3,767土地改良区））

約85％の土地改良区が農業
水利施設の維持管理を実施

○ 土地改良区の数は、合併等により減少傾向で推移しており、平成29年度末現在で4,504地区。

○ 土地改良区の大部分は、建設事業ではなく、農業水利施設の維持管理を実施。

○ 組合員の数は、農業者の高齢化等により減少傾向で推移しており、平成29年度末現在で約357万人。

維持管理に加え
建設事業を実施

792地区
（21％）

維持管理を実施
2,403地区
（64％）

建設事業を実施
299地区
（８％）

負担金償還等
273地区
（７％）

（１）土地改良区の業務等



２

（２）土地改良区の組合員（事業参加資格者）

○ 現行制度は、土地改良区の設立により、事業参加資格者が土地改良区の組合員となる強制加入制。

○ 事業参加資格者は、自作地では所有者（＝耕作者）、貸借地では耕作者（農業委員会の承認を得れば所有者）（一筆

１資格者）。

所有者（＝耕作者）

原則として耕作者

自
作
地

貸
借
地

農用地であつて所有権以外の権原に基づき耕作又は
養畜の業務の目的に供されるものについては、･･（中
略）･･所有者から当該土地改良事業に参加すべき旨の
申出があり、かつ、その申出が相当であつて農業委員
会がこれを承認した場合にあつては、その所有者、そ
の他の場合にあつては、その農用地につき当該権原に
基づき耕作又は養畜の業務を営む者

＜事業参加資格（土地改良法第３条）＞

第11条 土地改良区の地区内にある土地につき第３条に規定する資格を有する
者は、その土地改良区の組合員とする。

農用地であつて所有権に基づき耕作又は養畜の業務
の目的に供されるものについては、その所有者

＜組合員の主な権利・義務＞

議決権及び選挙権

組合員資格（強制加入）

第31条 組合員は、各々一個の議決権並びに役員及び総代の選挙権を有する。

賦課金等の負担

第36条 土地改良区は、定款の定めるところにより、その事業に要する経費･･
（中略）･･に充てるため、その地区内にある土地につき、その組合員に対し
て金銭、夫役又は現品を賦課徴収することができる。

第３条第１項第１号

第３条第１項第２号



自作地と貸借地、貸
借地における組合員
資格の割合（筆数）

３
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※ 平成29年1月に4,591の土地改良区を対象に行った調査で、当該項目に回答のあった地区の集計結果（回答数1,454）

自作地
64％

所有者

耕作者
16％

所有者
20％

貸借地
36％

事業参加資格者のうち、
耕作者の割合が特に多い
都道府県

事業参加資格者のうち、
所有者の割合が特に多い
都道府県

【兵庫県】所有者：95％
（耕作者：5％）

【島根県】
所有者：95％
（耕作者：5％）

【大分県】所有者：95％
（耕作者：5％）

【青森県】耕作者：93％
（所有者：7％）

【宮城県】耕作者：97％
（所有者：3％）

組合員資格の割合（筆数）
【ブロック別】

<貸借地において所有者が組合員となっている理由>

※ 平成25年に実施したサンプル調査（386地区）において「所有者が組合員となっている割合が６割
以上」と回答した土地改良区（221地区）を対象（複数回答可）。

76%

43%

32%

8%

0% 20% 40% 60% 80%

所有者が費用負担をして建設事業を

しないと農地を借りてもらえないため

従来からの慣行や

土地改良区からの要請

建設事業が区画形状の変更など

所有権に関わるものであるため

その他

【北海道】耕作者：95％
（所有者：5％）

○ 土地改良区の組合員の構成を見ると、

① 自作地と貸借地の割合は、自作地が６割強、貸借地が４割弱。

② 貸借地における組合員は、北海道・東北・北陸・沖縄では耕作者の割合が高い一方、関東・東海・近畿・中国四

国・九州では所有者の割合が高い。

○ 所有者が組合員となっているのは、建設事業の費用負担や従来からの地域の慣行等が主な理由。
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＜農地面積に占める担い手の利用面積の推移＞

４

＜基幹的農業従事者の年齢構成＞

（「農業構造動態調査（平成28年）」（組替集計）より 農林水産省調べ）
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基幹的農業従事者数全体に
占める割合（右目盛）

平均年齢 66.8歳

基幹的農業従事者の人数（左目盛）

（「耕地及び作付面積統計」、「集落営農実態調査」（組替集計）より 農林水産省調べ）
※ 各年３月末調べ、「担い手の利用面積」とは、認定農業者（特定農業法人含む）、市町村基本構想の水準到達者、特定農業

団体（平成15（2003）年度から）、集落営農を一括管理・運営している集落営農（平成17（1995）年度から）が、所有権、利
用権、農作業受託（集落営農経営は農作業受託のみ）により経営する面積。

担い手の農地利用
集積率（右目盛）

農地面積に占める
担い手の利用面積
※ （ ）書きは借入地・作業受託地

（113）（99）（68）（43）

（「世界農林業センサス」より 農林水産省調べ）
※ 「農家」とは、経営耕地面積が10ａ以上の農業を営む世帯または農産物販売金額が年間15万円以上ある世帯。

「土地持ち非農家」とは、農家以外で耕地及び耕作放棄地を５ａ以上所有している世帯。

＜農家及び土地持ち非農家数の推移＞
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特別賦課金
（建設費用）

経常賦課金
（維持管理費用）

1,637円/10a 3,187円/10a

＜全国平均の賦課金額（円/10a）＞

（平成28年度 土地改良企画課調べ）

○ 組合員の高齢化・農地集積の進展により、今後、土地持ち非農家が増加する見込み。土地改良施設の維持管理や更新
を適切に行っていくためには、耕作者の意見が適切に反映される事業運営体制が必要。一方、所有者から耕作者へ組合
員の資格交替をした場合、耕作者である組合員に賦課金・夫役の負担が発生するため、段階的に資格交替を進めていく
必要。

（120） （123）

農地面積の約半数を担い手が利用



５

２ 組合員資格に関する措置

（課題）今後、所有者から耕作者への組合員の資格交替を円滑に進めるためには、手続きの簡素化が必要。

現行制度 改正後

・ 所有者から耕作者へ資格交替する場合にも農業委
員会の承認が必要

・ 農地中間管理機構による農地の貸借の場合、所有
者と機構、機構と耕作者のそれぞれが連署で土地改
良区に組合員の資格得喪を通知する必要

・ 農業委員会の承認制を廃止し、届出制

・ 農地中間管理機構が単独で土地改良区に組合員の資格
得喪を通知

（１）資格交替手続の円滑化

貸 借 地

所有者
組
合
員

耕作者組
合
員

農業委員会の承認が必要

＜農業委員会の承認＞

土地改良区

＜当事者の連署による資格得喪通知＞

農地中間
管理機構

所有者 耕作者（担い手）

① 借受 ② 貸付
Ａ B

（資格取得者）

通知
（所有者と機構の連署で通知）

通知
（耕作者と機構の連署で通知）

組合員資格交替

（第３条第２項）

（第43条第１項）



（３）理事の資格要件の見直し

（課題）今後、土地持ち非農家が増加する中で、土地改良区の運営に耕作者の意向を適切に反映させる必要。

現行制度 改正後

・ 理事の５分の３以上は組合員 ・ 理事の５分の３以上は原則として耕作者たる組合員

※以下のいずれかに該当する場合は例外。

①耕作者の数が、理事定数の３倍を下回る場合

②耕作者及び耕作者に準ずる者に該当する組合員である理事の
合計が理事定数の3/5を満たす場合

③土地改良施設の管理を行わない場合

６

（２）准組合員制度の創設

（課題）今後、所有者から耕作者への組合員の資格交替を円滑に進めるためには、耕作者が段階的に事業運営に参加でき
る仕組みや、賦課金・夫役の負担の一部を所有者が分担できるようにする仕組みが必要。

現行制度 改正後

・ 自作地では所有者（＝耕作者）が組合員、貸借
地では耕作者（農業委員会の承認を得れば所有
者）が組合員

・ 貸借地で①所有者が組合員の場合の耕作者、②耕作者が組
合員の場合の所有者を准組合員とすることが可能

※１ 准組合員の導入の有無は、土地改良区の総会で決定(定款記載事項)。
土地改良区が導入を決めた場合でも、一筆毎の地権者の任意加入制。

※２ 准組合員は、議決権や選挙権は有しないものの、総会へ出席し、
意見を述べることが可能。准組合員は組合員との間で賦課金・夫役
の一部を分割して負担することが可能。 耕作者である法人の役員又は

耕作者

例えば、

組合員
地を貸して法人の使用人（構成員）となり、農作業
に従事する場合などが考えられます。



１．利水調整の基本方針

・ 地区内の耕作者に対して公平・適正に農業用水を配分すること。

２．用水配分の決定方法（プロセス）

・ 耕作者の用水配分に関する意向把握の方法

・ 用水地区毎の用水量・用水期間の決定時期及び決定方法

・ 組合員への用水配分の周知方法

３．用水期間中の事情変更への対応

・ 渇水時における用水量等の調整方法

・ 用水期間の変更等にかかる耕作者からの申出手続

＜地区事例：Ｈ法人（新潟県）＞

○ 経営規模の拡大（９ha（H18）→106ha（H27））に伴い、農作業
の効率化を図るため、水稲品種を多様化。

収穫時期 作付品種

月 旬 従来 現在

８月 下旬

９月

上旬

中旬

下旬

10月

上旬

中旬

下旬

11月 上旬

コシヒカリ（主食用米）

ゆきん子舞（主食用米）

五百万石（酒米）

こしいぶき（主食用米）

笑みの絆（業務用米）

みずほの輝き（主食用米）

北陸193号（飼料用米）

みつひかり（業務用米）

コシヒカリ（主食用米）

７

＜利水調整規程の規定事項（イメージ）＞

（４）利水調整のルール化

（課題）近年、耕作者の経営規模の拡大に伴う農作業の長期化・コメの作付品種の多様化により、耕作者の水需要（時
期・水量）が変化しており、水需要の実態に応じた農業用水の配分調整ルールを設定する必要。

現行制度 改正後

・ 利水調整に係る規定なし ・ 土地改良区は総会の議決を経て利水調整規程を策定

※ ほ場毎の農業用水の具体的な配分量・配分期間は、従来通
り、用水調整委員会の意見等を踏まえ決定。



８

○ 農家と町内会や小学校PTA等が連携
し、地域が一体となって水路の泥上げ作
業に取り組み、担い手の営農活動に貢
献。

町内会やＰＴＡによる
維持管理

ため池堤体の草刈り 水路の泥上げ作業

＜土地改良区内で活動する多面的機能支払組織数＞

2,541地区

18,335組織

地区内において活動組織の取組実
績がある土地改良区数

上記に該当する活動組織数

＜土地改良区と地域の活動組織による維持管理のイメージ＞

（平成29年度 土地改良企画課調べ（回答数3,829土地改良区））

○ 農家、非農家、自治会等で構成される
活動組織を設立し、地域共同によるため
池堤体の草刈りや周辺の植栽活動を実
施。

多面的機能支払の
活動組織による維持管理

末端水路

地域の活動組織が維持管理

水路の泥上げ

農地法面の草刈り

土地改良区が維持管理

農地周りの
施設

水路の分水操作

水路の見回り

水路の草刈り

水路の泥上げ

水源から農地までの施設

土地改良施設の維持管理に参加

＜地域の活動組織による維持管理の例＞

（５）土地改良施設の管理への参加

（課題）今後、組合員数の減少が見込まれる中、土地改良施設の維持管理に支障を来すおそれ。農地周りの水路等の維持
管理に取り組んでいる地域の活動組織が土地改良施設の維持管理に参加できるようにする必要。

現行制度 改正後

・ 組合員の夫役により土地改良施設の管理（水路
の草刈や泥上げ等）を実施

・ 地域の活動団体を施設管理准組合員とし、施設の維持管理
に参加できるようにすることが可能

※１ 施設管理准組合員の導入の有無は、土地改良区の総会で決定
（定款記載事項）。

※２ 施設管理准組合員は、議決権や選挙権は有しないものの、総会
へ出席し、意見を述べることが可能。施設管理准組合員には、土地
改良施設の管理への協力を求めることが可能。



３ 体制の改善に関する措置

（１）総代会制度の見直し

（平成28年度 土地改良企画課調べ）

＜選挙の実態＞
投票を

実施

2.1%

無投票

97.9%

＜他団体における総代会の書面・代理人議決の可否＞

事項
団体

総会 総代会

農業共済組合 〇 〇

農業協同組合 〇 〇

土地改良区 〇 ×

（課題）今後、組合員数の減少が見込まれる中、総代会を活用して、土地改良区の組織決定を機動的に行えるようにする
必要。

現行制度 改正後

・ 総代会の設置要件は組合員数が100人超

・ 総代定数は30人以上

・ 総代会の設置要件は組合員数が200人超

・ 総代定数は組合員数に応じて段階的に設定（30人
以上,40人以上,60人以上,80人以上）

（課題）総代の選挙について、無投票の場合も、選挙管理委員会の管理による選挙に係る事務・費用等が負担。また、総
代が出席できない場合にも議決権を行使できるよう、議決方法を弾力化する必要。

現行制度 改正後

・ 総代選挙は選挙管理委員会の管理により実施

・ 書面や代理人による議決権行使は不可

・ 総代選挙は土地改良区の管理により実施

・ 書面や代理人による議決権行使が可能

14９



＜土地改良区連合の現状＞

区 分 地区数
面 積
（ha）

組合員数
（人）

全国 76 267,178 399,272

（平成28年度 土地改良企画課調べ）

＜土地改良区連合の現行制度＞

A改良区
B改良区 C改良区

土地改良区連合

共同して行う事業
（ダム・頭首工の管理）

※ 各土地改良区の事務
は、それぞれの土地
改良区で実施

＜事務・附帯事業の共同化のイメージ＞

A改良区

例①（事務の共同化の例）

B改良区

○ 日常的な施設の見回り・監視
○ 経常賦課金・特別賦課金の徴収
○ 会計事務 等

B改良区

小水力発電の共同化

A改良区

例②（附帯事業の共同化の例）

〈共同化の内容〉
A改良区とB改良区が共同
して小水力発電施設を造
成。

○ 小水力発電施設の売電収入から発電費用を
除き、関係土地改良区の維持管理費に充当

10

事務の共同化

（２）土地改良区連合の業務の拡充

（課題）今後、土地改良区の体制の脆弱化が見込まれる中、事業の効率化・コスト削減の観点から、土地改良区連合が行
う事業の多様化を図る必要。

現行制度 改正後

・ 土地改良区連合の設立は共同で土地改良事業を行う
場合のみ

・ 共同で施設の維持管理事務（施設の見回り・監視、
賦課金の徴収、会計事務等）や附帯事業（小水力発電
等）を行う場合も土地改良区連合の設立が可能



＜土地改良区の複式簿記の実施状況（H28）＞

（平成28年度 土地改良企画課調べ）

土地改良区等総数
（Ａ）

うち実施済み地区数
（Ｂ）

割合
（Ｂ／Ａ）

4,661 59 1.3%

※土地改良区等総数4,661の内訳は、土地改良区4,585、土地改良区連合76

・ 貸借対照表の作成により、土地改良区の財務状況（資産と
負債の関係）が明確化。

・ 土地改良施設の減価償却を行い、施設の現在価値を明示。

・ 土地改良区の財務状況に応じて、将来の施設更新に備えた
積立を行うことにより、計画的に施設更新を図ることが可
能。

＜複式簿記（貸借対照表）のメリット＞全体
18.0兆円

さらに今後10年のうちに
標準耐用年数を超過する施設を加えると

6.6兆円
(全体の37％)

※ 受益面積100ha以上の農業水利施設を再
建設費ベースで算出

4.0兆円

2.6兆円

＜農業水利施設の状況＞

既に耐用年数を超過した施設

4.0兆円
（全体の22％）

基幹水利ストックの資産価値（H26）

11

（３）貸借対照表等の決算関係書類の作成・公表

（課題）土地改良区における複式簿記の実施状況は約１％。土地改良施設の老朽化が進展する中、施設の更新事業費を計
画的に積み立てていくためには、複式簿記の導入を進める必要。

現行制度 改正後

・ 決算関係書類は事業報告書、収支決算書、財産目
録のみ

・ 決算関係書類として、現行の収支計算書等に加え、原
則として貸借対照表を作成・公表

※１ 資産評価すべき土地改良施設を管理していない土地改良区
は例外。

※２ 既存土地改良区は平成34事業年度から貸借対照表を作成。
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＜監事の内訳＞

（平成28年度 土地改良企画課調べ）

組合員（員内）

＜近年の不祥事（多額の横領）＞

区分 不祥事の概要

平成20年度
Ａ土地改良区

・　会計担当職員が、長男の借金返済に充てるた
  め、管理していた土地改良区の定期預金を勝手に
　解約し、普通預金に振り替えて引き出すなどし
　て、運営に必要な積立金のうち約7.5億円を横領。

平成28年度
Ｂ土地改良区

・　事務局長が、先物取引の損失に充てるため、管
　理していた土地改良区の複数の口座を勝手に解約
　し引き出すなどして、運営に必要な積立金のうち
  約7.3億円を横領。

員外監事の主な構成員

・ 地方公共団体職員

・ JA職員OB

・ 会社員

組合員（員内）
98.1％

非組合員（員外）
1.9％

（４）員外監事の導入

（課題）近年、土地改良区における不祥事の金額が多額に上るケースも発生している中、監査体制の強化が必要。

現行制度 改正後

・ 監事の２分の１以上は組合員 ・ 監事のうち１人以上は原則として員外監事

※ 以下のいずれかに該当する場合は例外。
① 監査又は会計の知見を有する第三者（公認会計士、税理
士、会計指導を行う都道府県土連）の監査・指導を受ける
場合

② 土地改良区の会計事務を土地改良区連合が行う場合の所
属土地改良区


